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住民監査請求について（通知） 

 

令和６年５月１５日付６世監第４７号で受け付けた住民監査請求については、下記

の理由により、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２４２

条第５項に定める監査を実施しないことと決定したので通知します。 

 

記 

 

本件請求について、請求人より提出された令和６年６月３日付補正書によって区の

執行機関又は職員による財務会計上の行為として特定されたものは、弦巻中学校に係

る契約（①平成３０年４月１日付３０世契委随第５２３号「学校開放施設等の運営業

務委託（概算契約）」（以下「契約①」という。）、②令和４年４月１日付４世契委随第５

８６号「学校開放施設等の運営業務委託（概算契約）」（以下「契約②」という。））、八

幡山小学校に係る契約（③令和２年４月１日付２世契委随第６８６号「学校開放施設

等の運営業務委託（概算契約）」（以下「契約③」という。））及び希望丘地域体育館に係

る契約（④平成３０年１２月２７日付３０世契委随第１１８８号「平成３０年度世田

谷区立希望丘地域体育館運営業務委託（概算契約）」（以下「契約④」という。）、⑤平成

３１年４月１日付３１世契委随第２２６号「平成３１年度世田谷区立希望丘地域体育

館運営業務委託（概算契約）」（以下「契約⑤」という。））の締結である。これら各契約

の締結は、法第２４２条第１項に定める財務会計上の行為である「契約の締結」に該

当する。 

本件請求は、特定された上記各財務会計上の行為のあった日、すなわち上記各契約

の締結日から１年が経過した後になされている。法第２４２条第２項は、同条第１項

に定める住民監査請求は、その対象とする財務会計上の行為のあった日又は終わった

日から１年を経過したときは、これをすることができないとし、ただし、正当な理由

があるときは、この限りではないとする。 

そこで、本件請求が各契約の締結日から１年を経過した後になされたことについて、

同条第２項ただし書の「正当な理由」があると認められるかを検討する。 

同項ただし書の「正当な理由」の有無は、特段の事情のない限り、当該普通地方公共

団体の住民が相当の注意力をもって調査すれば客観的にみて監査請求をするに足りる



 

程度に当該行為の存在及び内容を知ることができたと解される時から相当な期間内に

監査請求をしたかどうかによって判断すべきである（最高裁判所平成１４年９月１２

日第一小法廷判決参照）。そして、通常の注意力でなく相当の注意力をもってする調査

を正当な理由の有無の判断基準としていることの趣旨を考慮すると、住民が相当の注

意力をもってする調査については、マスコミ報道や広報誌等によって受動的に知った

情報だけに注意を払っていれば足りるものではなく、住民であれば誰でもいつでも閲

覧できる情報等については、それが閲覧等をすることができる状態に置かれれば、そ

のころには住民が相当の注意力をもって調査すれば客観的にみて知ることができるも

のというべきである（最高裁判所平成１４年９月１７日第三小法廷判決参照）。 

区民は、世田谷区情報公開条例（平成１３年３月世田谷区条例第６号）に基づき、実

施機関に対し、当該財務会計上の行為に係る公文書が作成又は収受された日から、当

該行為に関する公文書の開示請求をすることができ、実施機関は、非開示事由に該当

しない限り、当該公文書を開示すべきものであるから、当該公文書に財務会計上の行

為の内容が記載されており、これに関係法令や条件を適用することにより当該行為の

適否を知ることが可能となる場合は、当該公文書が開示されると、区民は、監査請求

をするに足りる程度に財務会計上の行為の存在及び内容を知ることができるものと考

えられる。そうすると、当該区民は、財務会計上の行為について監査請求をする前提

として、同条例に基づく開示請求をすることで相当の注意力をもって調査したことに

なり、逆に開示請求をしないままでいる場合には相当の注意力をもって調査したとは

いえないと解するのが相当である。 

そこで本件請求を検討すると、その対象とする財務会計上の行為である上記契約①

は平成３０年４月１日、契約②は令和４年４月１日、契約③は令和２年４月１日、契

約④は平成３０年１２月２７日、契約⑤は平成３１年４月１日を、それぞれ契約締結

日として契約書が交わされている。 

そして、本件請求は、最も遅く締結された契約②の契約締結日令和４年４月１日か

ら２年以上経過した令和６年５月１５日になされたものである。 

契約書等上記各契約に係る公文書については、上記各契約締結日には閲覧等をする

ことができる状態に置かれて開示請求をすることができたと推認することができ、上

記各当該文書の内容からして、客観的にみて監査請求をするに足りる程度に本件各財

務会計上の行為の存在及び内容を知ることができたというべきである。そうすると、

上記開示請求ができたとする時点から相当期間が経過した場合、正当な理由はないこ

とになる。 

そして、本件請求は、上記各契約に係る公文書について開示請求をすることができ

た時点から、最も短いものでも２年以上の期間が経過した後になされたものであるか

ら、相当な期間内にされたものということはできず、法第２４２条第２項ただし書に

いう「正当な理由」があったものと認めることはできない。 

よって、本件請求については、法第２４２条第２項の要件を充足せず、不適法であ

るから、法第２４２条第５項に定める監査を実施しないこととする。 


































